
平成 13年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 12年 11月 27日

上   場   会   社   名       三菱瓦斯化学株式会社 上場取引所 東 大 名

コード番号       4182 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 広報ＩＲ部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　畑　　仁 TEL (03) 3283 - 5041
中間決算取締役会開催日　　平成 12年 11月 27日 中間配当制度の有無　　有
中間配当支払開始日　　　　　平成 12年 12月 8日

１. 12年 9月中間期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 12年 9月 30日）
(1)経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 9月中間期 112,018 10.1 978 - 440 △ 58.5
11年 9月中間期 101,729 △ 5.8 △ 1,630 △ 180.0 1,060 △ 5.6
12年 3月期 209,503 166 3,843

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間
         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭
12年 9月中間期 607 △ 24.2 1.26
11年 9月中間期 800 12.4 1.61
12年 3月期 2,458 4.95
(注)①期中平均株式数    12年 9月中間期 483,645,065 株   11年 9月中間期 498,622,398 株   12年 3月期 496,954,065 株
     ②会計処理の方法の変更　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり

中間配当金
１株当たり

年間配当金
円　銭 円　銭

12年 9月中間期 1.50 －
11年 9月中間期 2.50 －
12年 3月期 － 5.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 342,371 131,281 38.3 271.53
11年 9月中間期 361,159 134,752 37.3 270.25
12年 3月期 353,708 132,427 37.4 272.78
(注)期末発行済株式数    12年 9月中間期 483,478,398 株   11年 9月中間期 498,622,398 株   12年 3月期 485,478,398 株

２. 13年 3月期の業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末
百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 228,000 3,500 2,200 2.50 4.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   4 円 55 銭 
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１．中間貸借対照表

(単位：百万円)

科 目 当 中 間 期 前年中間期 前 期 科 目 当 中 間 期 前年中間期 前 期

H H H H12.9.30現在 11.9.30現在 在 12.9.30現在 11.9.30現在H H12.3.31現 12.3.31現在

（資産の部） （負債の部）

流動資産 ( 138,231) ( 192,909) ( 183,098) 流動負債 ( 126,238) ( 116,072) ( 118,388)流動資産 ( 138,231) ( 192,909) ( 183,098) 流動負債 ( 126,238) ( 116,072) ( 118,388)流動資産 ( 138,231) ( 192,909) ( 183,098) 流動負債 ( 126,238) ( 116,072) ( 118,388)流動資産 ( 138,231) ( 192,909) ( 183,098) 流動負債 ( 126,238) ( 116,072) ( 118,388)

現 金 ・ 預 金 12,690 35,251 16,067 支 払 手 形 2,879 4,146 2,695

受 取 手 形 10,915 9,391 9,283 買 掛 金 35,299 30,314 30,197

売 掛 金 69,416 61,121 58,169 短 期 借 入 金 54,789 58,012 62,506

有 価 証 券 4,700 43,654 53,999 一 年 内 償 還 社 債 10,000 - -
未 収 入 金 2,457 2,319 2,351 未 払 金 7,693 7,799 7,747

短 期 貸 付 金 473 7,709 7,625 未 払 法 人 税 等 688 337 69

製 品 19,036 15,897 16,610 未 払 費 用 8,018 7,071 7,336

半 製 品 ･ 仕 掛 品 4,595 4,312 4,851 預 り 金 374 4,776 4,550

原 材 料 ･ 貯 蔵 品 11,968 11,687 12,647 賞 与 引 当 金 3,053 3,175 3,013

前 払 費 用 1,106 938 856 そ の 他 流 動 負 債 3,441 439 271

繰 延 税 金 資 産 682 433 557

そ の 他 流 動 資 産 416 472 345 固定負債 ( 84,852) ( 110,334) ( 102,892)固定負債 ( 84,852) ( 110,334) ( 102,892)固定負債 ( 84,852) ( 110,334) ( 102,892)固定負債 ( 84,852) ( 110,334) ( 102,892)

貸 倒 引 当 金 △229 △282 △268 社 債 40,000 50,000 50,000

転 換 社 債 1,428 1,428 1,428

固定資産 ( 204,140) ( 168,249) ( 170,609)固定資産 ( 204,140) ( 168,249) ( 170,609)固定資産 ( 204,140) ( 168,249) ( 170,609)固定資産 ( 204,140) ( 168,249) ( 170,609) 長 期 借 入 金 35,779 42,579 35,484

有形固定資産 ( 129,701) ( 129,378) ( 130,445) 繰 延 税 金 負 債 221 1,301 1,131

建 物 23,011 23,440 23,267 退 職 給 与 引 当 金 14,577 14,456-
構 築 物 13,620 13,060 12,853 退 職 給 付 引 当 金 7,083 - -
機 械 装 置 58,999 58,246 58,135 そ の 他 固 定 負 債 340 448 392

車 両 運 搬 具 212 277 238 負 債 合 計 ( 211,090) ( 226,406) ( 221,280)負 債 合 計 ( 211,090) ( 226,406) ( 221,280)負 債 合 計 ( 211,090) ( 226,406) ( 221,280)負 債 合 計 ( 211,090) ( 226,406) ( 221,280)

工 具 ･ 器 具 ･ 備 品 4,096 4,051 4,097

土 地 16,029 16,562 16,037 （資本の部）

建 設 仮 勘 定 13,731 13,739 15,816 資 本 金 ( 41,970) ( 41,970) ( 41,970)資 本 金 ( 41,970) ( 41,970) ( 41,970)資 本 金 ( 41,970) ( 41,970) ( 41,970)資 本 金 ( 41,970) ( 41,970) ( 41,970)

無形固定資産 ( 1,121) ( 1,139) ( 1,142) 資 本 準 備 金 ( 35,518) ( 35,518) ( 35,518)資 本 準 備 金 ( 35,518) ( 35,518) ( 35,518)資 本 準 備 金 ( 35,518) ( 35,518) ( 35,518)資 本 準 備 金 ( 35,518) ( 35,518) ( 35,518)

特 許 権 166 198 184 利 益 準 備 金 ( 6,805) ( 6,558) ( 6,683)利 益 準 備 金 ( 6,805) ( 6,558) ( 6,683)利 益 準 備 金 ( 6,805) ( 6,558) ( 6,683)利 益 準 備 金 ( 6,805) ( 6,558) ( 6,683)

ソ フ ト ウ エ ア 741 723 736 その他の剰余金 ( 46,986) ( 50,705) ( 48,255)その他の剰余金 ( 46,986) ( 50,705) ( 48,255)その他の剰余金 ( 46,986) ( 50,705) ( 48,255)その他の剰余金 ( 46,986) ( 50,705) ( 48,255)

その他無形固定資産 213 216 221 研 究 開 発 資 金 1,500 1,500 1,500

投資その他の資産 ( 73,317) ( 37,732) ( 39,022) 退 職 給 与 積 立 金 500 500 500

投 資 有 価 証 券 39,536 6,230 6,532 海 外 事 業 積 立 金 7,500 7,500 7,500

関係会社株式・出資金 27,088 25,521 26,896 設 備 更 新 積 立 金 1,700 1,700 1,700

長 期 貸 付 金 988 1,294 1,108 探 鉱 積 立 金 1,136 1,426 1,426

長 期 前 払 費 用 3,027 1,885 1,771 固定資産圧縮積立金 2,902 2,889 2,889

そ の 他 投 資 2,876 2,807 2,720 圧縮特別勘定積立金 125 125-
貸 倒 引 当 金 △200 △7 △7 特 別 償 却 準 備 金 414 441 441

海外投資等損失準備金 296 407 407

別 途 積 立 金 25,300 28,000 28,000

中間(当期)未処分利益 5,737 6,214 3,764

資 本 合 計 ( 131,281) ( 134,752) ( 132,427)資 本 合 計 ( 131,281) ( 134,752) ( 132,427)資 本 合 計 ( 131,281) ( 134,752) ( 132,427)資 本 合 計 ( 131,281) ( 134,752) ( 132,427)

資 産 合 計 342,371 361,159 353,708 負債及び資本合計 342,371 361,159 353,708資 産 合 計 342,371 361,159 353,708 負債及び資本合計 342,371 361,159 353,708資 産 合 計 342,371 361,159 353,708 負債及び資本合計 342,371 361,159 353,708資 産 合 計 342,371 361,159 353,708 負債及び資本合計 342,371 361,159 353,708
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２．中間損益計算書

（単位：百万円・％）

当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期

科 目 （ 12 4～ 12 9） （ 11 4～ 11 9） 増 減 （ 11 4～ 12 3）H / H / H / H / H / H /

金 額 百 分 比 金 額 百 分 比 金 額 百分比

Ⅰ 売 上 高 112,018 100.0 101,729 100.0 10,288 209,503 100.0

Ⅱ 売 上 原 価 95,840 85.5 87,835 86.3 8,005 178,327 85.1

売 上 総 利 益 16,177 14.5 13,894 13.7 2,283 31,175 14.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 15,199 13.6 15,524 15.3 △325 31,009 14.8

営 業 利 益 978 0.9 △1,630 △1.6 2,608 166 0.1

Ⅳ 営 業 外 収 益 ( 2,087 ) ( 1.8 ) ( 5,799 ) ( 5.7 ) ( △3,712 ) ( 9,603 ) ( 4.5 )

受 取 利息及び配当金 1,116 1,748 △631 2,574

有 価 証 券 売 却 益 2,696 △2,696 4,886-
そ の 他 970 1,354 △384 2,141

Ⅴ 営 業 外 費 用 ( 2,624 ) ( 2.3 ) ( 3,108 ) ( 3.1 ) ( △483 ) ( 5,925 ) ( 2.8 )

支 払 利 息 746 852 △105 1,682

そ の 他 1,878 2,255 △377 4,243

経 常 利 益 440 0.4 1,060 1.0 △620 3,843 1.8

Ⅵ 特 別 利 益 ( 11,523 ) ( 10.3 ) ( 83 ) ( 0.1 ) ( 11,440 ) ( ) ( )- -
退職給付信託設定益 9,394 9,394- -
投資有価証券売却益 1,543 1,543- -
固 定 資 産 売 却 益 546 546- -
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 40 83 △42 -

Ⅶ 特 別 損 失 ( 11,750 ) ( 10.5 ) ( 732 ) ( 0.7 ) ( 11,018 ) ( 1,592 ) ( 0.7 )

退職給付会計基準変更時差異 10,577 10,577- -
探 鉱 費 償 却 336 33 303 776

投 資 有価証券評価損 311 451 △140 459

そ の 他 投 資 評 価 損 273 273- -
固 定 資 産 廃 棄 損 250 247 3 356

税引前中間（当期）純利益 213 0.2 411 0.4 △197 2,251 1.1

法人税､住民税及び事業税 641 0.6 641 477 0.2- -
法 人 税 等 調 整 額 △1,034 △0.9 △389 △0.4 △645 △684 △0.3

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 607 0.5 800 0.8 △193 2,458 1.2

前 期 繰 越 利 益 5,670 3,131 2,539 3,131

過 年 度 税 効 果 調 整 額 △1,258 1,258 △1,258-
税効果会計適用に伴う準備金等取崩高 - 3,540 △3,540 3,540

中 間 配 当 額 1,246

利 益 準 備 金 積 立 額 124

利益による自己株式消却額 539 539 2,736-

中間（当期）未処分利益 5,737 6,214 △476 3,764
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中間財務諸表作成の基本となる事項

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

①満期保有目的債券 償却原価法
②子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
③その他有価証券 移動平均法による原価法

２ デリバテｲブの評価基準 時価法

３ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 総平均法による原価法

４ 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産 定額法

無形固定資産 定額法

５ 引当金の計上基準
(ｱ)貸 倒 引 当 金 一般債権については貸倒実績率（法人税法の経過措置による法定繰入率が貸倒実績

率を超える場合には法定繰入率）により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(ｲ)賞 与 引 当 金 当中間期に対応する従業員賞与は中間期末直近支給実績を基準として計算した額を
計上しております。

(ｳ)退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しており
ます。なお、会計基準変更時差異については、当社保有株式による退職給付信託を設
定し、当中間期で一括費用処理しております。

６ リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

７ 消費税等の処理方法

税抜方式によっております。

追加情報

１ 退職給付会計
当中間期から退職給付に係る会計基準（ 退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書 （企業会計「 」

審議会 平成10年6月16日 ）を適用しております。）
この適用により 従来の方法によった場合と比較して 当中間期発生の退職給付費用が 192百万円減少し、 、 、

経常利益は 147百万円増加いたしますが、会計基準変更時差異10,577百万円及び退職給付信託の設定によ
る信託設定益 9,394百万円を特別損益に計上しました結果、税引前中間純利益は 1,036百万円減少してお
ります。
また、退職給与引当金は、退職給付引当金に含めて表示しております。

２ 金融商品会計
当中間期から金融商品に係る会計基準（ 金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書 （企業会計「 」

審議会 平成11年1月22日 ）を適用しております。）
この適用により、有価証券の評価方法等を変更しており、従来の方法によった場合と比較して、経常利

益及び税引前中間純利益は 487百万円減少しております。
また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、満期保有目的の債券のうち１年内に満期の到

来するものは流動資産の有価証券とし、それら以外は投資有価証券として表示しております。
その結果、流動資産の有価証券は 42,011百万円減少し、投資有価証券は 42,011百万円増加しておりま

す。

３ 外貨建取引等会計処理基準
当中間期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（ 外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見「

書 （企業会計審議会 平成11年10月22日 ）を適用しております。」 ）
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なお、この適用による中間財務諸表への影響は軽微であります。

４ その他有価証券の時価評価
当中間期においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を行っておりません。
なお、平成１２年大蔵省令第１０号附則第３項によるその他有価証券に係る中間貸借対照表計上額等

は以下のとおりであります。
中間貸借対照表計上額 35,366 百万円
時 価 52,917 百万円
評 価 差 額 金 相 当 額 10,174 百万円
繰延税金負債相当額 7,376 百万円

貸借対照表に関する注記事項
当 中 間 期 前年中間期 前 期

１ 有形固定資産の減価償却累計額 220,339百万円 210,702百万円 216,555百万円

２ 保証債務 19,861百万円 19,108百万円 17,254百万円

３ 自己株式の数及び貸借対照表価額 3,383株 1百万円 904株 0百万円 1,886株 0百万円

４ 当中間期中の発行済株式の減少内訳
利益による自己株式消却 消却株式数 2,000千株 取得価額の総額 539百万円

５ 期末日が金融機関の休業日であるため、次の期末日満期手形が当中間期末残高に含まれております。
受取手形 1,846 百万円
支払手形 788 百万円

リース取引に関する注記事項

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額
取得価額相当額 減価償却累計額相当額 中間期末残高相当額

工具･器具･備品 1,451百万円 779百万円 667百万円
そ の 他 62百万円 19百万円 28百万円
合 計 1,515百万円 819百万円 696百万円

（２）未経過リース料中間期末及び期末残高相当額
当 中 間 期 前年中間期 前 期

１ 年 内 297百万円 274百万円 289百万円
１ 年 超 298百万円 510百万円 466百万円
合 計 696百万円 784百万円 756百万円

（３）支払リース料及び減価償却費相当額
当 中 間 期 前年中間期 前 期

支 払 リ ー ス 料 162百万円 138百万円 288百万円
減価償却費相当額 162百万円 138百万円 288百万円

（４）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（５）取得価額相当額及び未経過リース料中間期末（期末）残高相当額の算定方法

未経過リース料中間期末（期末）残高が有形固定資産の中間期末（期末）残高等に占める割合
が低いため、支払利子込み法により算定している。
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有価証券に関する注記事項

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

中間貸借対照表計上額 時価 差額
子会社株式 － 百万円 － 百万円 － 百万円
関連会社株式 2,951 百万円 8,674 百万円 5,723 百万円


